
１．生産・販売実績表

（１）生産台数
１０年度 ９年度 対前年度増減

摘 要 (10/4～11/3) (9/4～10/3) 台数 増減率
台 台 台 ％

国 内 生 産 台 数 1,528,461 1,671,510 △ 143,049 △ 8.6
海 外 生 産 台 数 937,402 1,083,088 △ 145,686 △ 13.5
      合  計 2,465,863 2,754,598 △ 288,735 △ 10.5

（２）販売台数の内訳
１０年度 ９年度 対前年度増減

摘  要 (10/4～11/3) (9/4～10/3) 台数 増減率
台 台 台 ％

販 国内 768,277 831,385 △ 63,108 △ 7.6
乗 用 車 輸出 586,805 616,259 △ 29,454 △ 4.8

売 計 1,355,082 1,447,644 △ 92,562 △ 6.4
国内 105,428 142,726 △ 37,298 △ 26.1

台 商 用 車 輸出 124,040 95,133 28,907 30.4
計 229,468 237,859 △ 8,391 △ 3.5

数 国内 873,705 974,111 △ 100,406 △ 10.3
合   計 輸出 710,845 711,392 △ 547 △ 0.1

計 1,584,550 1,685,503 △ 100,953 △ 6.0

（３） 売上高の内訳
１０年度 ９年度 対前年度増減

摘  要 (10/4～11/3) (9/4～10/3) 売上高 増減率
百万円 百万円 百万円 ％

国内 1,418,404 1,603,440 △ 185,035 △ 11.5
自 車   両 輸出 1,198,132 1,201,345 △ 3,213 △ 0.3

計 2,616,537 2,804,785 △ 188,248 △ 6.7
動 国内 - - - -

売 海外生産 輸出 221,383 276,264 △ 54,880 △ 19.9
車 用部品 計 221,383 276,264 △ 54,880 △ 19.9

国内 232,494 244,857 △ 12,363 △ 5.0
部 部   品 輸出 97,674 103,637 △ 5,962 △ 5.8

計 330,169 348,494 △ 18,325 △ 5.3
門 国内 3,130 5,270 △ 2,139 △ 40.6

そ の 他 輸出 53,223 15,137 38,086 251.6
計 56,354 20,407 35,946 176.1

上 国内 1,654,029 1,853,568 △ 199,538 △ 10.8
計 輸出 1,570,414 1,596,384 △ 25,970 △ 1.6

計 3,224,444 3,449,952 △ 225,508 △ 6.5
そ 国内 51,157 44,035 7,121 16.2
の 宇宙航空 輸出 - - - -
他 計 51,157 44,035 7,121 16.2
の フォーク 国内 16,906 23,520 △ 6,613 △ 28.1
部 リフト、 輸出 27,151 28,618 △ 1,466 △ 5.1

高 門 マリーン 計 44,057 52,138 △ 8,080 △ 15.5
国内 68,063 67,555 507 0.8

計 輸出 27,151 28,618 △ 1,466 △ 5.1
計 95,215 96,174 △ 958 △ 1.0
国内 1,722,093 1,921,124 △ 199,030 △ 10.4

合   計 輸出 1,597,565 1,625,002 △ 27,436 △ 1.7
計 3,319,659 3,546,126 △ 226,467 △ 6.4

（注）  １．  「自動車部門」の「その他」は、受取ロイヤルティ－、設備治工具、中古車であります。

  ２．  受取ロイヤルティ－は従来、「営業外収益」に計上していたが、当期より「売上高」に含めて
計上することに変更した。当期に含まれる受取ロイヤルティ－は 34,294百万円である。



２．損益計算書

            期 別 10年度 9年度 対前年度
  科 目 （10.4.1～11.3.31） （9.4.1～10.3.31） 増  減

       （経常損益の部） 百万円 百万円 百万円
営業損益の部
営業収益 3,319,659 3,546,126 △226,467
売 上 高 3,319,659 3,546,126 △226,467

営業費用 3,304,494 3,460,500 △156,006
売 上 原 価 2,776,694 2,905,872 △129,178
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 527,799 554,628 △26,828

営業利益 15,165 85,626 △70,460
営業外損益の部
営業外収益 67,538 72,324 △4,786
受 取 利 息 及 び 配 当 金 20,140 15,942 4,197
有 価 証 券 売 却 益 39,473 13,936 25,536
そ の 他 の 営 業 外 収 益 7,924 42,444 △34,519

営業外費用 68,057 100,243 △32,185
支 払 利 息 及 び 割 引 料 35,124 25,961 9,163
有 価 証 券 評 価 損 14,699 49,562 △34,862
そ の 他 の 営 業 外 費 用 18,232 24,719 △6,487

経常利益 14,646 57,707 △43,061

      （特別損益の部）
特    別     利     益 21,107 4,649 16,458

固 定 資 産 売 却 益 8,644 2,105 6,538
投 資 有 価 証 券 売 却 益 9,055 1,996 7,058
そ の 他 の 特 別 利 益 3,408 546 2,861

特    別     損     失 70,481 45,730 24,750
投 資 ・ 債 権 評 価 損 58,232 37,566 20,666
固 定 資 産 廃 却 損 9,193 8,044 1,148
そ の 他 の 特 別 損 失 3,055 119 2,935

税 引 前  当  期  純  利  益 △34,727 16,626 △51,353
法人税、住 民 税 及び 事 業 税 82 77 4
当    期    純     利     益 △34,809 16,548 △51,357
前   期    繰   越   利   益 29,297 35,895 △6,597
中     間     配    当    額 0 7,539 △7,539
利  益  準  備  金 積  立  額 0 1 △1
当  期  未  処   分   利  益 △5,511 44,903 △50,415

100% 100%

0.5% 2.4%

0.4% 1.6%

-1.0% 0.5%

-1.0% 0.5%



３．貸借対照表

１０年度末 ９年度末 対前年度 １０年度末 ９年度末 対前年度

11.3.31 10.3.31 11.3.31 10.3.31

  科  目 現在 現在 増  減   科  目 現在 現在 増  減
（資産の部） 百万円 百万円 百万円 （負債の部） 百万円 百万円 百万円
流動資産 1,350,018 1,465,334 △ 115,315 流動負債 1,323,603 1,464,539 △140,935

現 金 預 金 357,258 315,919 41,338 支 払 手 形 3,732 3,624 108
受 取 手 形 440 558 △ 118 買 掛 金 351,903 372,471 △20,567
売 掛 金 450,712 530,879 △ 80,167 短 期 借 入 金 98,054 92,605 5,449
有 価 証 券 237,595 291,623 △ 54,028 一年以内返済の
製 品 56,935 101,927 △ 44,992 長期借入金 39,384 66,396 △27,012
仕 掛 品 41,763 40,969 794 ｺﾏ-ｼｬﾙ・ﾍﾟ-ﾊﾟ- 450,500 518,500 △68,000
材 料 ･ 貯 蔵 品 35,166 34,385 780 一年以内償還の
短 期 貸 付 金 74,650 58,031 16,618 社    債 100,000 112,000 △12,000
未 収 入 金 67,391 67,538 △ 147 未 払 金 16,238 24,219 △7,980
そ の 他 の 流 動 資 産 31,726 29,174 2,551 未 払 費 用 167,593 174,774 △7,180
貸 倒 引 当 金 △ 3,620 △ 5,675 2,055 諸 預 り 金 3,587 12,959 △9,372

従 業 員 預 り 金 77,268 80,075 △2,806
固定資産 2,245,253 2,195,759 49,493 そ の 他 の 流 動 負 債 15,338 6,912 8,425
  有形固定資産 733,903 764,415 △ 30,512

建 物 203,015 226,531 △ 23,516 固定負債 794,170 666,655 127,514
構 築 物 34,605 35,934 △ 1,329 社 債 512,567 512,567 0
機 械 装 置 223,545 223,570 △ 25 長 期 借 入 金 237,461 109,948 127,513
車 両 運 搬 具 7,267 6,834 432 長 期 預 り 金 3,031 3,070 △39
工 具 器 具 備 品 41,448 38,898 2,550 退 職 給 与 引 当 金 41,110 41,069 40
土 地 186,129 193,398 △ 7,269 負債合計 2,117,773 2,131,195 △13,421
建 設 仮 勘 定 37,891 39,247 △ 1,355 （資本の部） 百万円 百万円 百万円

資本金 203,755 203,755 0
  無形固定資産 1,520 1,549 △ 29

施 設 利 用 権 230 255 △ 25 法定準備金 448,351 448,348 2
その他の 資 本 準 備 金 397,412 397,412 0

無形固定資産 1,290 1,294 △ 3 利 益 準 備 金 50,938 50,936 2

  投資等 1,509,829 1,429,794 80,035 剰余金 825,391 877,794 △52,402
投 資 有 価 証 券 157,427 158,160 △ 732 資産買換差益
子 会 社 株 式 1,261,959 1,173,931 88,028 積立金 71,090 74,964 △3,874
長 期 貸 付 金 65,713 75,808 △ 10,094 海外投資等損失
長 期 前 払 費 用 22,602 22,254 348 積立金 19,053 17,443 1,609
そ の 他 の 投 資 9,315 7,079 2,236 特 別 償 却 積 立 金 6,017 5,740 276
貸 倒 引 当 金 △ 7,190 △ 7,439 249 別 途 積 立 金 734,742 734,742 0

当 期 未 処 分 利 益 △ 5,511 44,903 △50,415
 （うち当期純利益） (△34,809) ( 16,548) (△51,357)

資本合計 1,477,498 1,529,898 △52,400

資産合計 3,595,272 3,661,093 △65,821 負債・資本合計 3,595,272 3,661,093 △65,821



【注 記 事 項】

１． 子会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 ４２６，１７６ 百万円    長期金銭債権 ６１，４００ 百万円
短期金銭債務 ６７，３１０ 百万円    長期金銭債務 ２，０３７ 百万円

２． 有価証券には、自己株式が ５百万円（１２千株）含まれている。

３． 有形固定資産の減価償却累計額 １，８５７，３５０ 百万円

４． 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として自動車製造
設備・金型の一部及びコンピューターがある。

５． 重要な外貨建資産・負債
子会社株式     ８５５，３６１ 百万円 ･･････主な外貨額  3,469,508 千ギルダ－

4,537,341 千メキシコペソ
1,900,213 千米ドル
51,729,717 千ｽﾍﾟｲﾝペセタ

投資有価証券 ５０，９５５ 百万円 ･･････主な外貨額 3,949,282 千台湾ドル
2,626,700 千バーツ
498,749 千南ｱﾗﾝﾄﾞ

長期借入金 ２４，９２９ 百万円 ･･････主な外貨額 247,200 千米ドル

６． 担保に供している資産   投資有価証券 １９，５４６ 百万円

７． 輸出手形割引高 ８７６ 百万円

８． 保証債務等の残高　　　　　（　　）内は子会社に関するものの残高

保証債務残高　２３４，２０２百万円（　３９，６５７百万円） 
  このうち従業員の住宅資金に対する保証 １９３，１１１百万円は全額保険が付保されている｡

 なお、以下の各残高については、日本公認会計士協会「債務保証及び保証類似行為の会計処理及び
 表示に関する監査上の取扱い」に基づき注記している。

保証予約残高　１４４，１４０百万円（１４４，０５４百万円）

経営指導念書等 対象債務残高　  ８４３，０９２百万円（１８３，１５７百万円）
うち 当社分  ５８５，９１９百万円（１８３，１５７百万円）

売掛債権流動化に関する念書 流動化残高   ２６０，５６１百万円 （１９０，１３４百万円）

この他に、海外金融子会社との間で、信用を補完することを目的とした合意書
（キ－プウェル・アグリ－メント）がある。  当該子会社の債務残高 ８６６，３１１百万円（８６６，３１１百万円）

９． １株当たりの当期純損失     １３円  ８５銭 （ 期末発行済株式数にて算出）

１０． 子会社に対する売上高 ２，１０９，２８４ 百万円
子会社よりの仕入高 ５９７，６４０ 百万円
子会社との営業取引以外の取引高 ２７，７７６ 百万円



１１．後 発 事 象

  平成11年5月１４日開催の取締役会において、需要拡大期を迎えている自動変速機（Ａ／Ｔ）
市場で当社の技術力の優位性を生かし、開発技術力と生産技術力の効率化と優れた機動力
を確立し、グロ－バル市場で積極的にビジネスチャンスを獲得していくため、当社富士工場
及び 自動変速機・無段変速機開発部門を分離・独立し、営業の一部を譲渡（平成11年7月1日）
することを決議いたしました。

また、同日開催の取締役会において、産業機械事業を専門メ－カ－に委ねることで事業競争力
の強化を図り、且つ本業である自動車事業に経営資源を集中するため、当社がもつ産業機械
事業を ＮＡＣＣＯ ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ ＩＮＣ．（本社：米国オハイオ州メイフィ－ルドハイツ）の子会社
である ＮＡＣＣＯ ＭＡＴＥＲＩＡＬ ＨＡＮＤＬＩＮＧ ＧＲＯＵＰ 及びその関連会社に譲渡するための
基本合意書を締結することを決議し、同日締結しました。  今後交渉を継続し、平成11年8月下旬
を目途に譲渡を完了する予定であります。

【重要な会計方針】

１． 取引所の相場のある有価証券の評価････････移動平均法に基づく低価法 （洗替え方式）

なお、税制改正に伴い、低価法適用にあたり 切放し方式から洗替え方式に変更した。

２． 棚卸資産の評価

「製品」「仕掛品」及び「材料・貯蔵品」のうち購入部品･･･････総平均法に基づく低価法
「材料・貯蔵品」（除く購入部品）･･･････････････････････････後入先出法に基づく低価法

３． 有形固定資産の減価償却方法･････････ 定率法

 税制改正に伴い、平成10年4月1日以降に取得した建物（除く付属設備）は、定額法に
よっている。

４． 引当金の計上基準

退職給与引当金･････ 従業員の退職給与支払いに備えるため、当社退職手当規程に基づき
計上しており、その計上額は、自己都合により退職した場合の期末要
支給額から適格年金相当分を控除した額と、適格年金制度採用に伴う
繰入超過額からなっている。なお、当該繰入超過額については、定額で
取崩しを行っている。

貸倒引当金･････････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に定める限度額のほか、
取引先の資産内容等を個別に検討し計上している。

５． 外貨建債務の為替予約に伴う処理

為替予約の付されている外貨建長期借入金には、当該為替予約による円貨額を付しており、 
これによる為替予約差額は、為替予約を行った日の属する期から返済日の属する期までの
各期に日数により配分している。 

６． 消費税等の会計処理････････････････ 税抜方式

７． 会計処理方法の変更

 受取ロイヤルティ－は、従来「営業外収益」（その他の営業外収益）に計上していたが
当期より「売上高」に含めて計上することに変更した。この変更により前期に比べ「売上高」
及び「営業利益」が３４，２９４百万円増加している。なお、経常利益及び税引前当期純損失に
影響はありません。



４．損失処理案

当   期 前   期

項     目 損 失 処 理 案 利 益 処 分 案
百万円 百万円

当 期 未 処 分 利 益 － 44,903
当 期 未 処 理 損 失 5,511 －
資 産 買 換 差 益 積 立 金 取 崩 額 9,757 5,757
海 外 投 資 等 損 失 積 立 金 取 崩額 1,774 2,424
特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額 1,441 1,254

計 7,461 54,340
これを次のとおり処理いたします。

百万円 百万円
利 益 準 備 金 0 2
利 益 配 当 金 0 17,591

（１株につき 0円） （１株につき 7円）
資 産 買 換 差 益 積 立 金 7,077 1,883
海 外 投 資 等 損 失 積 立 金 0 4,034
特 別 償 却 積 立 金 79 1,531

次 期 繰 越 利 益 303 29,297

（注）資産買換差益積立金、海外投資等損失積立金、特別償却積立金は、

  租税特別措置法に基づく積立額及び取崩額であります。

５．配当政策

 当年度につきましては、国内自動車需要低迷の影響等により売上高が減少いたしました為
商品の充実、合理化等諸施策を推進いたしましたものの、当期損失 ３４８億円を計上する
結果となりました。  また、今後も国内全需の低迷や円高が予想されるため、こうした
環境の中でも 「グロ－バル事業革新」の最重要課題である有利子負債の削減を計画通り
実行することが、中長期的に企業価値を高めることにつながり、株主の皆様に報いること
であると考えましたため、誠に遺憾ながら期末配当金につきまして、その実施を見送り
年間で無配とさせて頂きたいと存じます。

 当社といたしましては、２１世紀の競争を勝ち抜くグロ－バル企業としての確固たる地位
を確立し企業価値を高めるとともに、株主の皆様のご期待にお応えするために、復配の
早期実現をめざし全力を傾注してまいる所存でございます。



６．有価証券の時価等

     (単位：百万円)

１０年度末 ９年度末

（平成１１年３月３１日現在） （平成１０年３月３１日現在）

    種   類 貸借対照表 貸借対照表

計上額 時価 評価損益 計上額 時価 評価損益

(1)流動資産に属するもの

  株     式 237,595 285,918 48,323 271,655 341,296 69,641

   小   計 237,595 285,918 48,323 271,655 341,296 69,641

(2)固定資産に属するもの

  株     式 84,023 171,421 87,398 95,553 247,708 152,155

（うち、関係会社） ( 83,286) ( 171,086) ( 87,800) (94,287) (244,976) (150,688)

  債     券 13 14 1 7,309 9,260 1,951

（うち、関係会社） ( 0) ( 0) ( 0) ( 7,295) ( 9,246) ( 1,950)

   小   計 84,036 171,436 87,399 102,862 256,969 154,107

（うち、関係会社） ( 83,286) ( 171,086) ( 87,800) ( 101,583) ( 254,222) ( 152,639)

  合     計 321,632 457,354 135,722 374,517 598,266 223,748

（うち、関係会社） ( 83,286) ( 171,086) ( 87,800) ( 101,583) ( 254,222) ( 152,639)

(注） １．時価の算定方法

  (1)上場有価証券      ･････主に東京証券取引所の最終価格

  (2)店頭売買有価証券      ･････日本証券業協会の公表する売買価格等

  (3)気配等を有する有価証券      ･････日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配等

 （(1),(2)に該当する有価証券を除く）

２．株式には自己株式を含めて表示している。

    なお、評価損益は次のとおりである。

10年度末 9年度末

        流動資産に属するもの 0 百万円 0 百万円

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

10年度末 9年度末

     (1)流動資産に属するもの

       ｺﾏ-ｼｬﾙﾍﾟ-ﾊﾟ－ 0 百万円 19,967 百万円

     (2)固定資産に属するもの

       非上場株式 1,335,350 百万円 1,229,229 百万円

[店頭売買株式を除く]
 （うち、関係会社） (1,324,621 百万円) (1,215,291 百万円)



７．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

① 通 貨 関 連       （単位：百万円）
   １０年度末    ９年度末

区 （平成１１年３月３１日現在） （平成１０年３月３１日現在）

分 種   類      契 約 額 等      契 約 額 等

うち、１年超 うち、１年超

為替予約取引

 売  建

      ＵＳ＄ 79,119 0 79,153 △ 33 124,713 0 129,283 △ 4,569

      ＥＵＲ 28,595 0 28,185 410 0 0 0 0

      ＤＭ 1,252 0 1,244 8 32,711 0 33,009 △ 297

      Ａ＄ 656 0 669 △ 12 4,298 0 4,347 △ 48

      CAN$ 419 0 421 △ 1 4,911 0 5,020 △ 109

     ＄ＮＺ 236 0 237 △ 1 42 0 40 1

合     計 369 △ 5,023

注） １．為替予約取引の時価は先物相場を使用している。

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定

    している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものに

    ついては、開示の対象から除いている。

３．通貨スワップ取引については、外貨建取引等会計処理基準に基づき、外貨建金銭債権債務に

    振り当てられているので、開示の対象から除いている。

② 金 利 関 連       （単位：百万円）
   １０年度末    ９年度末

区 （平成１１年３月３１日現在） （平成１０年３月３１日現在）

分 種  類      契 約 額 等      契 約 額 等

うち、１年超 うち、１年超

 スワップ取引

受取変動/支払固定 80,500 80,500 △ 4,487 △ 4,487 135,500 80,500 △ 3,566 △ 3,566

受取固定/支払変動 117,490 112,490 8,894 8,894 240,550 117,550 11,334 11,334

受取変動/支払変動 0 0 0 0 10,000 0 9 9

受取固定/支払固定 0 0 0 0 12,000 0 377 377

合   計 4,407 8,155

注） 時価の算定方法は、金融機関から提示された価格によっている。

時   価 時   価

時   価 時   価



８．リース取引の状況

（１）リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

① リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額   （単位：百万円）
１０年度末 ９年度末

（平成1１年３月3１日現在） （平成１０年３月３１日現在）
取得価額 相当

額
減価償却 累計
額 相 当 額

期末残高 相当
額

取得価額 相当
額

減価償却 累計
額 相 当 額 期末残高   相当額

機 械 装 置 79,021 68,616 10,404 79,205 57,474 21,730

工 具 器 具 備 品 127,995 59,797 68,198 108,588 55,009 53,578

そ の 他 1,488 596 892 1,282 396 885

合  計 208,505 129,009 79,495 189,075 112,880 76,195

②未経過リ－ス料期末残高相当額          （単位：百万円）
１０年度末 ９年度末

（平成1１年３月3１日現在） （平成１０年３月３１日現在）
一年以内 一年超 合計 一年以内 一年超 合計

35,462 46,560 82,022 38,288 41,884 80,172

③当期の支払リ－ス料、減価償却費相当額及び支払利息相当額          （単位：百万円）
１０年度 ９年度

（平成10年4月１日～平成11年3月31日） （平成9年4月１日～平成10年3月31日）

支払ﾘ-ｽ料
減価償却費 相当

額
支払利息 相当

額 支払ﾘ-ｽ料
減価償却費 相当

額 支払利息   相当額

47,543 42,992 3,059 47,579 42,644 3,867

･減価償却費相当額の算定方法 ：リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

    よっている。

･支払利息相当額の算定方法   ：リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息

    相当額とし、各期への配分方法については利息法によっている。

（２）オペレーティング･リース取引

  未経過リ－ス料          （単位：百万円）

１０年度末 ９年度末

（平成1１年３月3１日現在） （平成１０年３月３１日現在）
一年以内 一年超 合計 一年以内 一年超 合計

166 248 415 181 331 513



コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等

((((1111))))    対対対対応応応応状状状状況況況況等等等等

(a)  取り組み方針

 当社は、西暦２０００年問題を社会的信用と事業継続性の維持に関わる経営上の重要課題として認識し、

自動車を始めとした製品関連、社内情報システム、マイクロチップが組込まれている生産機器、設備など

全般に渡り、日産グループ全体をあげて組織的に対応しております。また、取引先の西暦２０００年問題

についても対応状況の確認と対応の促進に努めております。

 これらの対応状況は社内情報ネットワ－クを介し、全社で共有しており、１９９９年度は、この情報共有

範囲を関連会社とのネットワ－クにまで広げています。

 

　(b) 取り組み体制

当社では、西暦２０００年問題の取り纏め部署である業務改革本部の担当役員を長とし、各部門の代表

管理職からなる「西暦２０００年問題対策推進連絡会」を組織して、西暦２０００年問題に関する活動全

般を取り纏めており、必要に応じ関係役員へ報告しております。

　 (C) 対応の進捗状況

      !  当社製品に関わる対応

マイクロチップが搭載されている車載電子機器の調査を１９９９年４月末に終了しました。 その結果、

当社がこれまで生産した自動車および現在生産している自動車については「走る」、 「曲がる」、「止

まる」という自動車の基本性能に関して日付計算を行う チップを使用しておりませんので西暦２０００

年問題が発生する恐れが無いことを確認しております。

 

　    " 当社システムに関わる対応

１９９７年４月より、社内情報システムのプログラム修正に着手し、１９９９年3月末までにその検証

の９０％を終了しております。１９９９年度９月末までに全ての検証を完了する計画です。マイクロチッ

プが組込まれている生産設備に関しては、１９９９年 3 月末までに全工場調査対象設備の９０％の影響調

査を完了し、１９９９年７月までに全ての対策を完了する計画です。

（（（（２２２２））））対対対対応応応応ののののたたたためめめめのののの支支支支出出出出金金金金額額額額

西暦２０００年問題の対応に派生したシステムの機能向上、機器更新等の付加価値を含め       国内・

海外のグループ全体でおよそ２００億円の支出の見込であり、２００億円の内、８０％程度を９８年度末

までに支出しております。

（（（（３３３３））））危危危危機機機機管管管管理理理理計計計計画画画画

当社の西暦２０００年問題における危機管理計画は、想定されるさまざまなリスクに対する軽       減

策と西暦２０００年問題に起因する営業上重大な障害が発生した場合の事業継続に備えた復旧策を範囲と

して作成しております。計画は１９９９年８月までに策定を完了し、１１月までに計画内容の検証を完了

する計画です。


